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[要約1
1970年代まで、農協共済事業は急速に拡大していった。契約者数は伸び、収益は増大していた。農協にと
って、農協共済は中核的事業になりつつあったのである。そのため、農協は農協共済制度の障害となるもの
には、反対ないし消極的な態度を取るようになる。たとえば、公的年金も農協共済事業の拡大を阻む可能性
があった。なぜなら、公的年金によって、農協の共済契約の増加に利用できるはずの資金を政府に吸収され
てしまうからである。こうして、農協の消極的な態度が一因となり、国民皆年金構想は挫折し、部分的な公
的年金しか実現されなかったのである。結果として、日本の年金は統一的ではなく、分立的スキームの経路
へと進んでいったといえる。
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I.はじめに
第二次世界大戦後、西側陣営、特に西欧諸国では福祉国家建設が政府の基本方針のーっとなり、年金制度
や医療保険制度を中心とした公的社会保障制度が整備され、そのための財政支出が増額されていった。日本
でも、これら諸国と同様に、福祉国家建設が目標に掲げられた。 1947年に施行された日本国憲法は基本的人
権のーっとして生存権を規定し、 1955年に結成された自由民主党は結成時に定めた党の綱領中の一つに「わ
が党は、公共の福祉を規範とし、個人の創意と企業の自由を基底とする経済の総合計画を策定実施し、民生
の安定と福祉国家の完成を期する」と定めて福祉国家の完成を期し(城下2005a;2005b)、1959年、国民皆保
険・皆年金が実現した。皆保険・皆年金の実現は、当時、他国でも珍しく、日本の福祉国家建設の先進性を
示すものであった(宮本2008)。
しかし、政府による施策は、その後スムーズに進展したとは言い難い。公的社会保障制度の整備は遅れて
きたというのが一般的な評価である。根拠として挙げられるのが、社会保障移転の対GDP比である。表 1
「社会保障移転の対GDP比」を見ると、主要先進国のなかで日本は常に最低水準の値を示している。
表1 社会保障移転の対GDP比(単位%)
1960 1974 1980 1985 1990 
アメリカ 5.0 9.5 10.9 11.0 10.8(1) 
イギリス 6.8 9.8 11.7 14.0 12.2 
フランス 13.5 15.5 19.2 22.1 15.3 
ドイツ 12.0 14.6 16.5 16.2 15.3 
スウェー デン 8.0 14.3 17.6 17.6 19.7 
日本 3.8 6.2 10.1 10.1 11.5 
。)1989年時の数値。
出典:新川敏光 (2004: 308頁)
公的社会保障制度が立ち遅れる一方で、日本ではさまざまな機能的代替物が存在し、これが公的社会保障
制度に代わって社会的保護を提供してきたと主張されている。先行研究の議論を大掴みに整理するなら、そ
うした機能的代替物は以下の 3点にまとめられる。第一は、企業福祉である。たとえば、退職一時金、適格
年金、調整年金がこれに該当し、企業は税制上の優遇措置を受けながら福祉供給を行うことができた
(Campbell 1992;新JII 2005;宮本2008;樋渡1991)。第二点として、雇用保障が挙げられる。たとえば、企業に
おける長期雇用慣行、政府による公共事業や雇用調整のための給付金が挙げられる (Estevez・Ave2008;北山
2003;三浦2003;浅見他2004)。第三に、家族による福祉供給である。家族への福祉給付が乏しく、社会サー
ビスが未発達である日本においては、女性は家族内のケア労働に従事する傾向があった(新川2011;北
1997)。
以上のように、これまで研究対象となった機能的代替物は、主として企業、国家、家族によって担われて
いたものであった 1)。これに対して本稿では、従来はあまり注目されることがなかった団体による福祉供給
機能に注目する。そうして日本型福祉レジームの新しい一面を照射しつつ、日本の公的社会保障制度の拡充
が進まなかった要因について考察していく。
理論的には、本稿は、歴史的制度論に則して事例の分析を行おうとするものである。阪野 (2006)の整理
に従ってMahoney(2000)の議論を見ると、経路依存性の概念特徴には、第一に、出来事や制度の発生・生
成のタイミングについて、その後の展開のあり方に大きく影響を与えるものと考えられるため、これを重視
する。第二に、初期の出来事の発生はそれ以前の出来事や当初の諸条件からは説明できない、状況依存的な
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性格が強いと考えられる。第三に、しかしながら、いったんそうした出来事が起こると、経路依存的な連鎖
は「慣性 (inertia)Jと捉えることができるような決定論的な因果パターンによって特徴づけられる。初期
の出来事の発生自体は偶然によるところが大きいが、いったん因果のプロセスが作動し始めると、自己強化
的な連鎖によって特定のパターンをその後も再生産し続ける傾向がある (Pierson2001; 2004)2)。
経路依存性の概念に則って本稿の議論を要約すると、次のようになる。戦後新たに組織された農協は農協
共済事業(表2r農協共済の事業種類とその共済期間(1999年)J)を行っていたが、同事業は好成績をあげ
ており、農協組織の利益確保に貢献する存在となることを期待されるものとなった。このため、農協は農協
共済制度の維持発展をめざし、その障害となるものには反対ないし消極的な態度を取ることになる。農協の
選好から見たとき、実は皆年金も農協共済事業にとって障害となるものであり、農協からすると少なくとも
積極的な賛意を示すことは難しかったのである。なぜなら、農協共済事業の発展のためには共済契約の増加
を図ることが大切であるが、皆年金が実現したときには、その対象の多くが農協共済の契約者である農家で
あるため、農協にしてみれば共済契約の増加に利用できるはずの資金を政府に吸収されてしまうからである。
このため、農協は皆年金実現には消極的であり、皆年金体制は国民年金制度の実現というかたちで分立的か
っ相対的に低水準でしか設立されなかったということができる。
以下では、上述の要点を具体的に検討していきたい。
表2 農協共済の事業種類とその共済期間 (1999年)
生命総合共済
終身共済・年金共済
定期生命共済
養老生命共済
こども共済
建物更正共済
火災共済
傷害共済
団体定期生命共済
定額定期生命共済
自動車共済
自動車損害賠償責任共済
賠償責任共済
被共済者の死亡時まで(終身)
5、10、15年
5、10、15、20、25、30年(期間満期)
被共済者の年齢が50、55、60、65、70、77、88歳まで(歳満期)
被共済者の年齢が18、20、22歳まで
5、10、15、20、25、30年
7目、 15日、 1ヵ月、 2・11ヵ月、 l年、 2年、 3年
長期共済特約を付した場合は、
5年以上35年以下で年単位で定めることができる
1口以上1年未満、 1年、 2年、 3年
特定農機具傷害特約を付した場合は、
1年以上10年以下で年単位で定めることができる
1年
I年(自動更新制度により64歳まで更新可)
1・25ヵ月
5目、 1ヵ月、 2・37ヵ月
1年
出所:全国農業協同組合中央会編(199)
H.農協の経営状況と農協共済事業
本章は、第一に、組織としての農協が発足当初からしばらく芳しくない経営状況にあったこと、第二に、
そうした状況を打開するための援助を政府からしばしば引き出せるほどの政治力を持っていたこと、第三に、
経営においては本来的な農業事業と同等程度に農協共済など金融事業に依存する面が大きく、年を追うごと
に後者への依存度が高くなっていったこと、第四に、経営を支える農協共済事業の原資が組合員たる農業者
から徴収されたものであることについて、表も参照しながら述べていく。
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i .農協の経営状況・構造
農業協同組合(農協3))は、農業協同組合法(農協法)に基づいて設立された組織である。同法は「農業
者の協同組織の発達を促進することにより、農業生産力の増進及び農業者の経済的社会的地位の向上を図り、
もって国民経済の発展に寄与すること」を目的 4)としている。
農協自身の目的もまさに「農業生産力の増進及び農業者の経済的社会的地位の向上jを図ることにある。
このために、農協では収穫物の集約販売や農作業に必要な製品の一括購買、また農作業に関する技術改良・
技術指導を行い、農業生産力の増進及ぴ農業者の経済的社会的地位の向上に努めている。これら農業・農家
経営に直接関係する事業の他に、間接的に農業・農家の支援を行う事業として、保険を含む金融事業も行わ
れた。個々の農業者を支え、また代表する存在として、農協は創設され、維持されてきたのである。
1950年代までの農協の経営状況は芳しくなく、資金は枯渇気味であった。農協法制定直後からわずか数年
の問に、ドッジ・ラインに端を発する日本経済全体の景気後退という事情もあって、設立された組合の半数
近くが赤字に転落する事態に陥った。 1950年3月末の決算では総合農協の15.4%が、 1951年には同43.1%が
赤字組合となった。単位農協の経営悪化は連合会に波及し、数県で不渡手形を出す事態になった。さらにそ
れは全国レベルにまで悪影響を及ぼすことになった。単位農協、都道府県、全国の各段階を通じて農協の財
務が急速に悪化していった。財務悪化の対策のため農協経営対策中央協議会を設置するなどしてその改善を
図ったが、自主努力のみでは農協財務の改善は実現されなかった。このため、農協は政府に援助を依頼し、
行政指導と財政援助によって経営危機の打開を図らなければならなかった(全中30年史編纂委員会編:前史
第2章第 1節 8)。政府はこれに応じ、 1951年4月、農漁業協同組合再建整備法(のち農林漁業協同組合再
建整備法)が制定され、その後も、 1953年8月、農林漁業組合連合会整備促進法、 1956年3月、農業協同組
合整備特別措置法がそれぞれ制定された(全中30年史編纂委員会編:第I期第 1章第2節 1)。
農漁業協同組合再建整備法は、農漁業協同組合の再建整備を図ることを目的とするものであって、債務弁
済によって事業継続に支障をきたす農漁業協同組合に、行政庁の助言・指導の下に貸借対照表・再建整備計
画を作成させ、組合経営の再建を図ろうとするものであって、この際、政府が奨励金を支給することを認め
ていた。また、組合と債権者の協議についても、行政庁の斡旋が認められるなど、財政上も実務上も、政府
からの支援が行われた 5)。同様に、農林漁業組合連合会整備促進法も、農林漁業組合連合会の整備にあたっ
て同様の措置を認めるものであった 6)。これによって組合の経営は改善され、 1954年度末には赤字組合は
13%にまで減少することができた(全中30年史編纂委員会編:第 I期第 1章第2節 1)。さらに経営困難の
解消や発展を図ることが期待されたが、農林漁業協同組合再建整備法は奨励金の支給を1955年度末までしか
認めていなかった。そこで、政府は1956年度以降も農林漁業協同組合への支援を継続することを決定し、そ
のために制定されたのが農業協同組合整備特別措置法であった。同特別措置法でも、これまでと同様、ある
いはそれ以上に、政府・自治体による農林漁業協同組合への支援が打ち出され、整備計画の作成、都道府県
による助言・斡旋、政府による補助金交付、法人税法の特例などが定められていた 7)。
このような経過を見ると、農協が、必要に応じて政府による支援を引き出すことができる政治力を持って
いたと言えよう。農協の直面する困難に応じて政府は数次にわたりその組織再建のための立法措置を講じて
おり、このことが農協の政治力の強さを物語っている。農協の政治力に関して特にしばしば言及されるのは、
食糧管理制度(食管制度)である。戦前から戦後の長らくの問、同制度によって農家の生産した米はいった
ん政府がこれを買い上げ、その後に需給状況を確認しながら市場に売却する方法が採用されていたが、米価
は毎年の政治折衝によって、決定されており、 1957年度予算編成時に典型的に見られたように、政府が決定し
た米価案に対して農協及び与党議員からの強力な反対運動が起こり、予算案の最終決定に重大な遅延を生じ
させることがしばしば起こった。吉田茂内閣期には一時期、政府によって食糧管理制度の撤廃が検討された
ことがあった。これに対して農協は強い反対運動を展開し、吉田内閣の食管制度廃止構想は撤回を余儀なく
された。これらの事柄はいずれも、農協の政治力の強さを物語るものである (Estevez・Abe2008)。
もちろん農協も、経営にあたって国や自治体に依存するばかりでは永続的な活動は保障されえず、自ら経
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表 3 総合農協部門別損益総括表 (1948・1969年度)
(単位千円)
年度調1i組合融合計 借用
り早属損益 純損益 専属損益
1948 27 116 116 
1949 53 6. 140 ム 140
?? ?
????
????
?
? ??
購買
純損益 専属領益
販売
輔禍益 専属損益
66 
6. 210 
純IA益
231 
247 
農業合庫 その他
専属鍋益 純損益
55 
67 
1950 76 
?
?
????
?
???????
?
????????
? ????????
82 156 115 321 
113 223 233 ム445 6. 7 
137 237 275 189 331 
207 438 471 329 411 
293 321 379 1，114 520 
280 1，734 570 390 747 
292 6. 47 6. 335 335 115 
290 6. 27 52 485 537 
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??
???????
405 106 6. 2，554 6. 592 
423 78 6. 2，016 6. 745 
347 6.47 6.3，740 6.901 
315 6. 206 6. 4，934 6. 1，140 
331 ム389 6. 8，226 6. 2，081 
407 6. 330 6. 9，247 6. 2，146 
488 6. 334 6. 11，322 6. 2，699 
380 6. 407 6. 11，748 6. 2，218 
1，338 323 6. 14，338 6. 1，700 
1，654 63 6. 19，805 6. 3，640 
2，272 341 L'. 24，104 6. 4，908 
出所:全国農業協同組合中央会 (1973: 930-931頁)
営の改善と利益の確保を行う必要があった。表3r総合農協部門別損益総括表 (1948-1969年度)Jは、単位
農協の経営状況の調査から利益を平均して算出したものである。これを見ると、農協の事業のうち利益をあ
げるということに関していえば、かなり偏った状況にあることが看て取れる。 1948年から1969年までを一括
して述べるならば、購買や販売など直接的な農業事業は極めて高い水準で活動をしていることはわかるが、
他方、利益確保という点からみると、特に販売事業では1950年代末から純損益で大幅な赤字に陥るようにな
っている。購買事業や農業倉庫事業についても、販売事業ほどではないが、 1960年代に入ってから赤字の発
生が目立つようになっている。これに対して、安定的に利益を確保しつづけていたのが、信用事業であり、
事業開始時にはそれほどでもなかったが徐々に利益への貢献度を高めていったのが農協共済事業であった。
これらの事業における黒字額の幅の大きさ(特に1960年代半ば以降)や安定的な利益確保などは注目に値す
る。農協組織にとって、利益の確保や経営の安定という観点からいえば、直接的な農業事業というべき購
買・販売などよりも、むしろ金融事業の巣たす割合が大きかったことがわかる。
i.農協共済事業の位置づけ
農協共済事業については、特に1950年代についてはそれほどの貢献をしていないという批判もありえるか
もしれない。確かに純利益の欄をみると、毎年赤字続きであることは事実である。だが、農協共済事業には
非常に大きな将来性があった。そのことを確認するために表4r農協共済期末保有高(1948-1969年度)Jを
参照したい。表4は、 1948年度から1969年度にかけて農協共済の期末保有高を記録したものである。それら
の数値を見ると、非常に早いベースで農協共済事業が成長していったことがわかる。 1951年度以降1998年度
までの長期共済の新契約高対前年比の推移を見ると、 1959年度まではほぼ50-160%の伸びを示し、それ以
後も1978年度まで概ね30-50%の伸びを示したのであった(渡辺2001)。こうした伸びが、将来の農協経営
を支える事業としての可能性を農協共済事業に感じさせたと考えられる。
確かに利益については、表3にあるように、 1950年代には専属損益(共通管理費配賦前の事業利益)が一
応の黒字であったが純損益は赤字であった。だが、 1960年代に入って専属損益が大幅に黒字方向に拡大する
ようになるのに対応して純益も徐々に拡大し、両者とも1967年以降はそれまでに比べて大幅な黒字増になっ
ており、先の将来性への期待と併せ、農協のなかで農協共済事業に対する期待を高めたと考えられる。
こうした農協共済事業の原資はどこから出ているのか。組合内部において組合員を対象にした保険という
共済の性格からして、当然組合員である農業者が出資したものであった(大谷2007)。したがって、農協が
農協共済事業を発展させる上では、農家が農協共済に出資するだけの資金的余裕を作り出したり、それを増
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表4 農協共済期末保有高 (1948・1969年度)
(単位千件、百万円)
年度 養老生命 こども 建物更正 長期共済保有残高
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
1948 0.2 3 0.2 3 
1949 7 257 35 8 292 
1950 14 576 9 392 23 968 
1951 27 1，347 19 1，149 46 2，496 
1952 63 4，036 28 2，036 91 6，072 
1953 132 9，700 32 2，648 164 12，348 
1954 309 25，282 43 4，336 352 29，618 
1955 648 57，172 101 14，795 749 71，967 
1956 1，036 97，328 302 52，671 1，338 149，999 
1957 1，503 152，518 605 119，869 2，108 272，387 
1958 1，926 207，499 976 220，774 2，902 428，273 
1959 2，346 272，99 1，549 411，357 3，895 683，656 
1960 2，719 336，590 2，180 641，283 4，899 977，873 
1961 2，911 382，418 215 32，964 2，670 855，203 5，796 1，270，585 
1962 3，274 495，36 391 67，210 3，136 1，086，577 6，801 1，649，323 
1963 3，808 698，581 538 102，748 3，618 1，343，403 7，964 2，144，732 
1964 4，473 1，015，560 663 139，547 4，131 1，655，028 9，267 2，810，135 
1965 5，282 1，463，601 767 176，278 4，638 2，011，810 10，687 3，651，689 
1966 6，221 2，038，686 860 214，975 5，156 2，414，672 12，237 4，668，333 
1967 7，114 2，711，924 937 252，750 5，673 2，908，245 13，724 5，872，919 
1968 7，994 3，487，819 1，008 294，177 6，184 3，470，087 15，186 7，252，083 
1969 8，834 4，551，275 1，058 329，993 6，590 4，031，917 16，482 8，913，185 
出所:全国農業協同組合中央会編 (1973: 926-927頁)
加させたりすることが必要だ、ったことが理解される。ここに、農協が、皆年金の推進に積極的になれない要
因があったのである。
m.公的年金制度に対する農協の対応
前章の議論を承け、本章では、皆年金実現に向けた動きのなかで政府との農業者の資金奪い合いの構図に
ある農協がほとんど実質的な動きを行わず、むしろこれを邪魔する動きさえみせたこと、またこうしてでき
あがった分立的な公的年金制度がその後、社会経済状況の変化にもかかわらず、分立的状況の変更に向かわ
なかったことを検討する。
i.農協と国民皆年金構想
障害や老齢など働けなくなった場合に生活を保障する年金制度の適用を全国民に拡大する国民皆年金の構
想については、内閣の諮問機関である社会保障制度審議会が1950年に発表した「社会保障制度に関する勧告」
において(国民皆保険構想とともに)明確に述べていたが、すでに触れた発表当時の圏内経済状況において
は政治課題になることもなく、無視される格好になった。
皆年金が主に対象にしていたのは、官吏・公務員を対象にした恩給・共済制度や会社員を対象にした厚生
年金保険制度など既存の公的年金が対象にしていなかった農業者、自営業者、零細企業従業員などであっ
た。
こうした状況に変化が訪れたのは、 1950年代半ばに入ってからのことである。 1952年から翌日年の二度に
わたる総選挙の結果、革新勢力、特に左派社会党が勢力を伸ばすと、保守政党の聞でも社会保障政策に対す
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る支持が広がり、国民皆保険・皆年金構想が政治公約の一つの柱になっていった(中北2002;武田2002)。
保守合同運動の中心人物であった岸信介はかなり早い段階からそうした政策を主張していた。こうして保守
合同運動が成就し、その綱領のなかでは、民主国家の完成、自主独立の完成と並んで、民政の安定と福祉国
家の完成が期せられた。綱領制定の動きなどと並行して立案された政策において、福祉国家建設のための具
体策の核心となったのが、先に述べた国民皆保険・皆年金構想であった(城下2005a;2005b)。
1956年には鳩山一郎の後継に石橋湛山内閣が誕生し、 1000億減税・ 1000億施策で知られる大型の1957年度
予算が組まれたが、この際、皆保険・皆年金についても実施または調査のための予算がつけられ、いよいよ
両構想は具体的な政治課題になった。石橋が病気で倒れた後には岸信介外相を首班とする岸内閣が新たに成
立したが、同内閣でも石橋前内閣の策定した予算案を踏襲した(城下2006a;2006b)。その後、 1958年総選挙
にあたっては、政府・自民党及び社会党のどちらも皆年金構想を公約のトップに位置付け、有権者に対して
支持を訴えた。選挙後、自民党は多数議席を確保して第二次岸信介内閣が成立し、政府は皆年金を1959年
度から実施することを決定した。
先にも触れた通り、国民皆年金制度によって新たに国民年金の網を被せられる人々のうち、農業者の占め
る割合はひじように大きかった。農業者、及び農業者の利益代表組織である農家にとって極めて関係の深い
制度だ、った。したがって、もし農協が何らかの意向を強く打ち出した場合には、制度の将来に極めて大きな
影響を及ぼすことになったと考えられる。
しかし、農協ではこの問、国民皆年金構想、に対して積極的な意志表明を行うことはほとんどなかった。組
織総会である全国農業協同組合大会の決議を一覧すると、そのことが明瞭にわかる。 1955年から1959年まで、
決議の各項目についてその変化をたどってみよう(全国農業協同組合中央会1973、654-669頁)01955年の決
議は、「農業団体再編成に関する決議/総合事業計画樹立実行運動に関する決議(附、農協事業の拡充強化
に関する決議)/不振組合対策に関する決議/農業生産力増強に関する決議/農業金融対策に関する決議/
米穀予約売渡制度の継続に関する決議(附、米穀特別集荷制度等の実施反対に関する決議)/主要農産物の
価格ならびに流通に関する決議/農民ならびに農協課税対策に関する決議Jであった。大まかに概括すると、
組織の再建・強化、生産増強、課税負担軽減にまとめることができょう。決議名だけを摘記しているが、個
別の文章を見ても「皆年金(年金)Jに関する言及は全く見あたらない。決議案のこうした傾向は、 1956年
大会や1957年大会においても観察される。
この傾向が一応変化したのは、 1958年大会である。この際の決議にはこれまでの傾向を踏襲した決議に加
え、初めて皆年金構想に関わる決議が出された。「農民年金制度に関する決議Jと題された決議がそれであ
る。過去の大会決議には見られなかった決議が加えられたことには、それなりの意味ある変化が生じたと考
えることができょう。ただし、決議の具体的内容や大会の開催時期を勘案すると、やはり農協には国民皆年
金構想、に関して何ら積極的な意図や具体的な政策構想があると考えることは難しい。決議が述べているのは、
「国民年金制度の樹立に当つては、合理的にしてかつ農民の実情に即した立法措置が早期に実現されるよう
要請する」の一文だけであり、制度の全体像、負担・給付のあり方、先行する他の年金制度との整合性など
について、全く言及がなかった。さらに、 1958年大会の開催時期は例年通り 11月であったが、上述の通り、
すでにこの段階では1959年度からの実施と1958年度中の法案成立が決定されており、決議内容に述べられて
いる制度の早期実現にはほとんど実質的意味がなかった。このように、皆年金制度の実現という重大な問題
に関して、農協にはそれにかける意気込みのようなものはほとんど観察することができない。
i. 国民年金法案への農協の対応
実際の法案作成の過桂を見ると、さらに農協の消極的態度ははっきりとする。国民年金法案は1958年総
選挙の終了後、厚生省にて立法に向けた作業が本格的に行われた。厚生省当局が、社会保障審議会や省内に
設置した国民年金委員(五人委員会)の意見を集約し、自民党に設置された国民年金実施対策特別委員会と
連携して作業を勧めていった。その結果、 9月には厚生省の原案(国民年金制度要綱第一次案)が完成を見
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た。これを基礎に、自民党特別委員会は党内及び関係諸国体の意見を集約し、国民年金制度要綱を最終決定
した。その後、さらに厚生省が政府内の関係当局と意見調整を行い、 1959年 1月、国民年金法案要綱を作成
し、社会保障制度審議会への諮問とその答申を経て閣議決定が行われた。その後、国会審議は与党多数の状
況で順調に進み、 4月に可決成立し、公布された(日本国民年金協会1980;厚生省50年史編纂委員会1988)。
成立した国民年金制度は拠出制を基本として無拠出制を組み合わせ、 20歳以上60歳未満の国民のうち、他
の公的年金制度の被保険者や年金受給者以外を対象にしたものである。年金給付の種類は老齢年金、障害年
金、母子年金、寡婦年金、遺児年金の五種類によって構成され、このうち例えば老齢年金は原則として25年
以上保険料を納めた人が65歳になったときに受給可能になった。国民年金の給付は所得比例ではなく均一給
付とされ、老齢年金で月額2000円(年額2万4000円)とした。拠出額は35歳未満の者は月額100円、 35円以
上の者は月額150円の均一設定であり、いわゆる均一拠出・均一給付とされた。他方、拠出制を原則としつ
つも保険料を支払えない層、また、一定の年齢に達しており保険料を特定の期間(この場合25年)拠出でき
ない層が存在すること等を考慮して、補完的・経過的に無拠出制年金が設けられた(厚生省50年史編纂委員
会1988)。
この過程において、農協が大きく関わったのは要綱第一次案の決定から自民党特別委員会による要綱の最
終決定にかけてであった。この際、彼らは拠出制に強く反対し、このため農協の要請を受けたと思われる自
民党内の議員からも繰り返し拠出制ではなく無拠出制による年金制度にするよう圧力が生じた。これに対し
て、厚生省は無拠出制による年金制度は生活保護制度と同じものになってしまうこと、一定程度の給付水準
を確保するためには拠出制によらねばならないことなどを理由に、農協団体及び与党議員の要求を拒絶しよ
うとしたが、なかなか理解を得られなかった。このため、最終的には自由党国民年金実施対策特別委員会の
野田卯一委員長が全中に荷見安会長を訪れ、要綱に同意するよう依頼し、ょうやく了承を得た(日本国民年
金協会1980)。
この過程は、必ずしも厚生省の勝利を意味するものではない。厚生省当局案に対しては、この他に厚生省
国民年金委員や社会保障制度審議会の作成した国民年金制度案が存在したことは先に触れたが、国民年金委
員の案は、 20歳から59歳までの40年間を拠出期間にあてて65歳から給付を開始し、全期間完全に拠出した者
に対する年金は月額4500円程度とするなど、厚生省案よりも給付額において勝っていたものの、他方、この
ための原資を確保する必要性から保険料は 1人当り月額200円を基本とするべきと考えていた。これは、当
時の厚生省事務当局からみれば過重な負担を課すものであって、 100-150円の保険料であっても強い反対に
直面していた厚生省当局にすれば、とうてい受け入れがたい案だったのである。農協の反対が、あらかじめ
厚生省当局の選択肢を狭めていたということがいえよう。
11.農林年金制度の制定と分立型年金への道
こうした対応は、農林年金(農林漁業団体職員共済組合)制度の制定過程と対比すれば、その消極性がよ
り明確になる。農林年金とは農協職員に対して公務員なみの生活保障等を実現するために設立された制度で
あり、国民年金制度が発足する直前の1959年 1月よりスタートした。この農林年金の実現については、農協
はかなり早くからその必要性を積極的に主張しており、 1952年頃から活発な意見陳情を政府に対して行って
いた。そして、数年かけて政府の同意をとりつけ、先の発足にいたった。このような農林年金制度への熱心
な取り組みに比べれば、国民年金に対する対応はひじように冷淡であり、農協の制度拡充・発展への意欲が
欠けていたということができょう(全国農業協同組合中央会1973;厚生省50年史編纂委員会1988)。
こうして国民年金制度が発足した後には、制度の分立状態は一層強化され、しかも量的な拡大はなかなか
実現されなかった。国民年金は厚生年金や公務員共済などに比べて相対的に低水準に留まったままであった。
その後、農協共済事業がますます好調に発展し、農家の兼業化の進展に伴って農業者の家計にはかなり余裕
が生じ、政府との聞で資金を奪い合うような状況はゆるめられた。しかし国民年金制度の充実に関心が向け
られることはなく、せいぜ、い農業者年金制度の創設程度にしかその影響力を用いることはなかった。この制
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度は、あくまで農業者年金制度は国民年金に追加するに過ぎず、加入も任意でしかない。制度の分立にはな
んら変更が加えられることはなかった(厚生省50年史編纂委員会1988)。
N.おわりに
本稿は、日本の社会保障制度発展が他の先進諸国に比較して立ち遅れた原因のーっとして、発展を後押し
できたはずの有力な圧力団体である農協が、なぜ
つ農協共j済斉制度との関連で生じる経路依存性効果によつて説明を行おうとしてきた。
その結果、次の流れが明らかにされた。すなわち戦後新たに、農業者の協同組織として発足した農協は敗
戦の混乱に伴う当時の社会経済状況もあって当初は経営に苦慮していたが、購買・販売など本来的な農業支
援事業とともに、あるいは後に至ってはそれ以上に金融事業による利益に経営を依存するようになっていっ
た。こうして、農協組織にとって金融事業が持つ意義は極めて大きかった。
信用事業の他に、そうした金融事業の一つに農協共済事業があった。同事業は農協が組合員である農業者
を対象に行う保険事業であり、事業規模を急速に成長させており、将来の農協経営の安定化と発展のための
柱として有望な存在であったと考えられる。その農協共済事業拡大のためには、農協は農業者の家計から資
金を獲得する必要があり、ここに拠出制国民年金に積極的になれない理由があった。公的社会保障制度も農
業者の家計から保険料を徴収するものであって、農業者の家計争奪という点で両者は対立をしていたのであ
る。
その結果、公的年金制度の立ち上げにあたって農協はむしろこれに反対する立場に廻った。国民年金制度
はこうして限定的にしか設立されえなかったのである。さらにその後、社会経済状況が変化して農協経営や
農業者の家計が好転したが、農協は公的年金制度に対する態度を変更することはせず、制度の発達や量的拡
大がもたらされることはなかったのである。
[注1
1 )他の福祉国家に関する研究をみると、農業補助金や労働協約を機能的代替物として捉えるものがある (Sheingate
2003;近藤2009)。
2 )本研究では扱わないが、こうした経路依存性の捉え方については異論もあり、たとえば漸進的変化論が提起されてい
る(Thelenand Streeck 2005; Hacker 2005)。
3 )現在、農業協同組合の通称として、かつての農協に代わってJAが用いられているが、 JAという通称は1992年4月よ
り用いられたものである (IJAク勺レー プとは」、 JA全中ウエプページ、 http://www.zenchu-ja.or.jp/profile/、2012年2月1
日最終閲覧)。本稿は1960年代までを対象にしているため、通称として農協を用いている。
4) 1農業協同組合法」、 e-Gov、htp://1aw.e-gov.go.jplht凶data/S22/S22HOI32.h刷、 2012年2月1日最終閲覧。
5) 1農漁業協同組合再建整備法」昭和26年法律第140号、衆議院ウェプページ、
http://www.shugiin.go.jp/itdb_housei.nsflhtmVhouritsu/01019510407140.htm、2011年2月12日最終閲覧。
6) 1農林漁業組合連合会整備促進法j昭和28年法律第190号、衆議院ウェプページ、
http://www.shugiin.go.jp/itdb_housei.nsflhtmVhouritsu/01619530808190.htm、2011年2月12日最終閲覧。
7)1農業協同組合整備特別措置法J昭和31年法律第44号、衆議院ウェプページ、
http://www.shugiin.go.jp/itdb _housei.nsflhtml/houritsu/02419560330044.h皿、 2011年2月12日最終関覧。
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